ごみ問題について考える
03E104　淺川大志
はじめに

私の住んでいた三根町は平成17年3月1日から近隣2町と合併し「みやき町」となった。それまで私の住んでいた町は、2102世帯、人口7604人で、4人に1人が高齢者（平成15年国勢調査）の小さな町だった。しかし今回、新町の中央に位置する北茂安町、北に位置する中原町との合併で8248世帯、人口28176人となり、町の面積も51.89平方キロメートル（平成12年国勢調査）と、以前よりも格段に広くなった。

総務省が言う、市町村合併が必要な理由とは、平成11年、地方分権一括法による地域間競争のために個性ある多様な行政施策を展開するために、一定の規模、能力（権限、財源、人材）が必要として『地方分権を推進するため』。市町村が提供するサービスの水準を確保するためにはある程度の人口が必要として、『少子高齢化社会の進展への対策』。人々の日常生活圏の拡大に対応した行政圏が必要となったことによる、『広域的な行政需要が増大したため』。国・地方とも厳しい財源状況にあるため、より簡素で効率的な行政運営へ向けての『構造改革の推進への対処』。交通、通信などの『時代の変化に対応するため』である。つまり、基礎的自治体である市町村の行財政基盤を強化するための手段として市町村合併が必要、というわけだ。
その『平成の大合併』により、私が住んでいる町も合併したわけだが、合併後、町の名前が変わったくらいで、自分の日々の暮らしに変化はない。しかし合併したことによって隣町のデメリット部分であるところも合併したことは体では感じないが大きな変化である。
合併前は隣町の行財政状況に関心があるはずもなく、合併してからその問題点に気づいた。新町の北に位置する中原町に最新型の大型溶融炉が建設されており、運転実績にも疑問がある。また、その施設のすぐそばには１市11町に飲み水を送っている給水タンクがあると言うものだ。この状況を聞いた時、大型溶融炉とは何か、安全な施設かどうかと調べていくうちに、そもそも私の街にこの焼却施設ができたのは、大量のごみがあるからで、そのごみをどう処分すればよいのかというところからわたしは、ごみ問題の根本的な解決策を見出し、検討すべく、第1章に近年のごみ問題の状況、第2章にごみ問題の招く被害を理解し、第3章では私たち国民の課題を考え、そして第４章で、我々国民がどうごみと向き合えば、この問題を解決できるのか、またそのために必要なアクションを模索し、近い将来にむけてのごみ処理問題の解決の糸口を探っていきたいと思う。
第1章　　近年のごみ処理の状況
　ごみの排出量
　　　　まず日本のごみの排出量を見てみよう。まず一口にごみと言っても様々で、大きく一般廃棄物（家庭・事業系ごみ）と産業廃棄物（産業ごみ）に分かれ、日本の場合一年間に排出されるごみの量は、一般廃棄物5210万トン、産業廃棄物4億トン、1人1日あたりに換算すると、1,124グラムに達している。（平成13年度）また、一般廃棄物の中の家庭系ごみの排出量は3,480万トン、事業系ごみは1,730万トンで、私たちの生活の中から出るごみは、一般廃棄物の7.7％である。つまり、排出されるごみの多くが企業活動によるものであり、一般廃棄物と産業廃棄物全体の90％以上を占めている。
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第２章　　ごみ処理の招く被害
第1節 さまざまな有害物質
　現在日本には、世界中の焼却炉を合わせた数の3分の2以上の焼却炉がある（2003年）。これは、日本の国土が狭いためであるが、焼却の際に発生するさまざまな有害物質が私たちの生活を脅かしている。
　　　 　　
　　　　　　　　　
（A） ダイオキシン類
　　サリン・青酸カリよりも毒性が強く、廃棄物焼却によって排出されるダイオキシンの量では慢性的な作用を受ける。無色無臭の固体で水にはほとんど溶けないが脂溶性であるため、口や皮膚から吸収されると体脂肪に蓄積される。一度体内に入ると排出されにくく、摂取した量の半分が排出されるのには約7年かかるといわれている。塩化ビニールの焼却過程などにおいて生成されるように、石油製品を焼却する時に塩素と結合して生成されたり、金属精錬の燃焼工程や紙などの塩素漂白工程などで発生したりする。廃棄物焼却において、「高温で燃やせば発生しない」といわれているが、排ガスを冷却する過程で発生してしまうので、完全に発生を防ぐことは出来ない。日本でのダイオキシン発生源の多くが一般廃棄物焼却で、年間排出量の80％。次いで産業廃棄物焼却が10％を占めている（ごみ処理に関わるダイオキシン発生防止等ガイドライン試算）。また、ダイオキシンには発がん性があり、生殖機能や免疫機能への影響や催奇形性のリスクも指摘されている。さらに、埋め立て処分される焼却灰にもダイオキシンが含有されているため、土壌への影響も懸念される。
（B） 重金属類

　　自然界に存在する92種の元素の1つであるカドミウムや水銀を代表とされる多くの重金属類には多量に摂取すると有害性があることが判明している。この重金属類は、金属を焼却した場合に限らず、重金属が微量に含まれるプラスチック類を燃やしても発生する。カドミウムは発がん性・催奇形性、水銀は催奇形性・アレルギー性がある。また、重金属を高温処理することで、気化された重金属類が大気中に排出される危険性があるとされている。
（Ｃ）その他の有害物質
　　高温処理をすれば重金属以外にも人体へ影響の可能性があるとされる物質が発生する可能性があるという。喘息などの呼吸疾患の原因となる窒素酸化物や、塩化ビニールを1000度で燃やすと発がん性や環境ホルモン作用の可能性のある、ベンツアントロン、ベンツCシノリンといわれる物質が発生されたという報告もある。さまざまな廃棄物を一度に焼却するので、その過程の中でどのような有害物質が発生するか明らかにはなっていないのが現状で、それを知ってか知らずか、私たちの安全を無視してこの状況を野放しにしておく国の責任は重大なものであると考える。次の節では排出された有害物質がどのようにして私たちの体の中に入っていき、どのような影響を私たちに与えるのか、さらには地球環境への影響はどのようなものなのかを見ていく。
第2節 有害物質による人体・環境への影響
　
排出された有害物質焼却施設の煙突から空気中へと出ていき、土壌、地下水へと汚染してゆき、川･海へと流れていく。その過程で食物連鎖を通して有害物質が濃縮されていく。これを生物濃縮というが、蓄積性のある物質が食物連鎖の上位のものへとつたわっていき、自然状態の数千倍から数万倍にまで濃縮されて、人体に影響を与えることがある。つまり、汚染された大気や水を直接摂取せずとも何か食品を摂取するだけで汚染してしまうのである。全節で見た焼却場だけから有害物質が発生するわけではない。前章で見た不法投棄にも有害物質が含まれている可能性は高く、川や海の近くに投棄してある廃棄物から有害物質が漏れて水が汚染されたり、山に投棄してある廃棄物から有害物質が土壌にしみ込んだりと、その危険性は広範囲に及んでいるに違いない。
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第３章　　循環型社会の形成～環境先進国との比較～
第１節　　拡大生産者責任～日本と環境先進国との比較～
　
しかしながら、なぜごみが発生するのか。企業の利益第一主義はいうまでもないが、それ以上に国の経済発展優先による環境に対する法制度が不十分であるからであると考える。ヨーロッパの中でも特に環境先進国といわれるドイツでは、ワンウェイ容器に入ったミルクがデンマークで販売禁止となった「デンマーク事件」によって、急速に廃棄物を規制する法律が制定されていき、1996年に施行された「循環経済・廃棄物法」では、ごみの発生回避の理念の下、廃棄物を捨てることなく循環させるという循環型社会構築の基礎を作った。この法の最大の特徴が、企業に対して製品責任を強化したことにあり、ドイツでは分別は消費者、回収・再資源化・製品化はすべて排出者である企業が行う責任とされている。この製品責任は、スウェーデン・ランド大学のリンドクビスト教授が提唱した、拡大生産者責任（以下、Extended Producer Responsibility＝ＥＰＲ）の考えに基づいており、教授は、『生産者に製品のライフサイクルにおける責任を課すことで、製品から発生する環境負荷の低減を目指す戦略である。』と定義づけた。さらに経済協力開発機構（以下、OECD）は2001年3月に「EPRガイダンスマニュアル」を公表し、加盟国に配布した。この「EPRガイダンスマニュアル」で、EPRの要点は「誰がごみ処理を行うかではなく、誰がごみ処理費用を負担するか」であるとし、生産者の責任は製品の製造・流通および製品の廃棄時における処理・リサイクルの段階まで及ぶものであるため、その費用を製品価格に内部化し、製品を買ったものが支払い義務者とするとしている。これは、今まで一般廃棄物を処理する費用の大半を税金によって負担してきた問題を見直すことが出来、作った者・買った者がその製品を処理する責任を負うという公正な流れを作ることが出来るのではないだろうか。また、日本でもEPRを必要と明示しているが、導入されるに至っていない。そこで、今の日本の法制度を、先に見たドイツの法制度と比較して日本の環境法の整備の必要性を論じる。
　
　●循環型社会形成推進基本法
　　廃棄物に関する循環型社会の形成の推進のための施策体系の中の基本的枠組みとして2001年1月に施行されたこの法律は、「基本原則」・「国、地方公共団体、事業者、国民の責務」・「国の施策」を明示し、それに基づき社会の物質循環の確保・天然資源の消費の抑制・環境負荷の低減に取り組むといった方針を打ち出している。この法律ができた背景として、「年々廃棄物の量が増大していること」、「廃棄物の最終処理場の確保が困難になってきていること」、「不法投棄の増大」などの、廃棄物、リサイクル問題解決のために、元来続いてきた「大量生産・大量消費・大量廃棄」から脱却し、環境負荷の少ない循環型社会の形成を推進する基本的枠組みとしてこの法律を作成した。

具体的には、廃棄物の適正処理のための廃棄物処理法・リサイクルの推進のための資源有効利用促進法を定め、さらに個別に容器包装リサイクル法や家電リサイクル法を定めている。
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またこの基本法は、発生抑制（リデュース）、再利用（リユース）、再資源化（リサイクル）、熱回収（サーマルリサイクル）として、廃棄物対応の優先順位をはじめて法律に明記した。さらに、排出者負担の原則や拡大生産者責任（EPR）をしめしているが、実際にはEPR導入は見送りとなっている。ごみが出ることを前提しない廃棄物の発生を事前に回避すること、つまり、真の意味での循環型社会の形成のためのシステムが必要であると思う。
EPRの必要性　～容器包装リサイクル法の例～
容器包装リサイクル法が施行されているが、この法律で、対象となるビン、ペットボトル、紙製・プラスチック製容器包装等の取り扱いについての役割の分担されており、まず「分別排出」が消費者、「分別収集」が市町村、「再商品化」は事業者となっている。しかしながら再商品化全体にかかるコストのうち、６割～７割が自治体負担となっている。また環境省の調べでは自治体の回収額が企業の再商品化にかかる額の２倍に達しているとなっている。
この法律によって焼却や埋め立ての量が減り、ごみの収集・処分費用は減ったが、逆に資源回収量・費用が増えて、自治体の中では、ごみから資源へ移っただけで、ごみの総量はあまり減っていないところが多い。
自治体側からも費用負担の主体を事業者側に移すべきとの声もあり、そこで私は製品の設計段階からすべての生産に関わる段階、及び廃棄・再資源化まで企業に責任を持たせる、EPRを制度化する必要があると考える。このEPRを制度化することで、廃棄物の減少はもちろん、廃棄やリサイクル費用にかかっていた税金はカット、また企業側も簡単に廃棄物になるような製品は造らないようになり、繰り返し使用されるリターナブル容器や、購入時に製品価格に上乗せして、使用後の返却時に料金が払い戻されるデポジット制が世の中に広がっていくと思われる。
　

第2節 環境教育の必要性
　●京都の学校の事例

京都府の山間地に小中併設校の小野郷校がある。小学生13名、中学生7名の小さな学校であるが、そこでは今、日本の学校・社会全体が取り組むべき教育を実施している。それが「環境教育」である。同校では1997年に京都府でのタンカーの重油流出事故をきっかけにこの環境教育を導入し、環境問題における生態系への影響についての学習と共に、豊かな心を育て地域に誇りを持てる生徒に育てようとした。
　●環境教育とは
　『環境』教育、というので環境保護についての教育だけを受けると思う人も多いと思う。実際に日本の環境教育の目的は「人間と環境とのかかわりについて理解と認識を深めること」（環境庁・環境教育懇談会報告）としている。しかしながら国際的に環境教育の目的を見てみると、1975年ユーゴスラビアの首都ベオグラードで環境教育の専門家を集めたベオグラード会議で、環境教育の目的を「環境やそれに関わる諸問題に気づき、関心を持つと共に現在の問題の解決と新しい問題の未然防止に向けて個人的、集団的に活動する上で必要な知識、技能、態度、意欲、実行力を身に付けた人々を世界中で育成すること」とし、ベオグラード憲章を作成した。つまり、環境教育の幅は広大なもので、「経済的、政治的、生物学的相互依存関係への関心・明確な意識を促進する」（トビリシ会議勧告）としている。

環境教育についてのさまざまな文献に書かれてある定義はいくつもあり、「解決策を教えるのではなく自らが解決策を創造できる教育」や、2003年7月に成立した環境教育推進法では、「環境の保全についての理解を深めるために行われる環境保全に関する教育及び学習」を環境教育としている。さらに、多くの論者が述べているのが、単に環境保全という見方ではなく「持続可能な社会を創る教育」であるというものである。

では「持続可能」とは一体どういうものであるのだろうか。『持続可能な発展』というように、現代社会において聞きなれた言葉であるが、この概念は1987年、国連の「環境と開発に関する世界委員会」が発表した報告書において提示され、この報告書では『持続可能な発展』＝「将来世代が自らのニーズを充足する能力を損なうことなく、今日の世代のニーズを満たすこと」と定義している。つまり、自分たちの世代がよければそれでよいというものではなくて、世代間の公平性を重視している。
環境教育の内容として座学などの手段があるが、最も重要な要素は「体験」である。体験には「自然体験」「生活体験」「社会体験」の3つの方法があり、この中でも特に重要なのが「自然体験」である。これは幼児期の頃からの継続した教育が必要で、豊かな感受性を持たせることで社会の問題点を見つけてそれを探る心が生まれるというものである。「生活体験」は、学力とは違う
知恵や直感を磨き、「社会体験」は人間間のコミュニケーション能力を高めることが可能になる。
具体的な例として、先に書いた京都府の学校を例に取ると、ごみ問題をテーマとした話し合いの場で、道路に捨ててある空き缶をどうしたら減らすことが出来るかという問いに生徒が「罰金や強制的に掃除をさせる法律を作る」や「空き缶の換金装置を作る」などといった意見を出し合い、いわゆる「生活体験」を座学で実施し、また、「森林の果たす役割」のテーマでは、林業に携わっている保護者を講師に、生徒とディスカッションし森林が果たす役割を「社会体験」を通して地域とのつながりの中で子供たちに環境問題と向き合わせたのだ。
しかしながら、環境教育とはある一人の人間の内面を変えるもので、今日学習したからすぐに環境が改善される、といった「即効性」が期待できないものである。だが、わたしは即効性を求めてはならないと思う。もちろん、環境問題は早く解決に向かうべきで、そのために私たち一人一人が環境教育で意識改革を行い行動せねばならないと思っている。けれども、環境教育を受けた人間を早く世の中に送り出そうとするあまり、環境教育自体が従来の詰め込み教育と同じになってしまう可能性もあるのではないだろうか。
まずは場や機会の拡大を行い、環境教育の情報提供に最大限の努力をして、多くの人に環境教育の重要性を知ってもらう。同時に学校教育の場だけではなく、お年寄りも、３０代・４０代の今の日本を支えている世代も体験できる、生涯教育として広く広めていかねばならない。
第3節　環境先進国と日本との環境意識比較
　●国民の環境意識
なぜごみが問題となるのか。大量のごみの排出による地球規模の環境被害はいうまでもなく、不法投棄問題、また、処理のための費用が各自治体の財政を圧迫していることが各地で問題として取り上げられているからだ。しかしながら、これらの問題があるにもかかわらず国民の環境意識は低い位置にあると感じられる。私たちが生活をしている中で、物を買う時すでに、「これはいずれごみになる」と、店内にあるまだ新しい商品をごみとして考えてなるべく廃棄率の少ない商品を買う人はいないだろう。各家庭でごみを排出する時、一体何人の人が環境を意識してごみを捨てているのだろうか。下の表を見てもわかるように、多くの人が地球環境・ごみ問題には関心があり、自分も環境に配慮した人間になるためにどうにかしたいとは思うが、自己の利便性・経済性を考えてしまいなかなか一歩が踏み出せずにいるといったのが現状であるように思える。
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　　●ドイツと日本の環境意識・環境行動の比較
　　　1996年のドイツの環境に関するアンケートでは、「環境保護に対する自己責任」という問いに対し、75％のドイツ国民が「他人はどうであれ、自分は可能な限り環境適正行動する」と答えている。（「場合による」21％、「環境行動はしない」4％）
1991年からドイツ連邦環境庁が社会の環境意識調査を外部に委託した2002年の調査では、「環境保護は、高い失業率と低迷する経済状況であっても重要、きわめて重要」と回答した人は90％に達し、「積極的に環境適正生活を営み、率先して実行」37％、「極端はよくないが、環境保護は国民の義務」42％と、環境保護に肯定的なドイツ国民の様子が伺える。
日本人とドイツ人の環境意識と行動を比べてみよう。
（株）電通が行った「生活者の環境意識と行動」という調査では、「環境問題についてどの程度関心を持っているか」という問いに対し、「現在関心がある」８４％。環境先進国であるドイツの消費者の９０％と比べても差はない。

　また、国立環境研究所が１９９９年にまとめた「地球環境問題をめぐる消費者の意識と行動が企業戦略に及ぼす影響」の日本人とドイツ人の消費者の比較では、「環境問題を引き起こしている責任はどこにあるか」という問いに対し、「私たち一人一人にある」は日本７７％、ドイツ８２％と、環境問題の原因が自分たちにあるという認識にもほとんど差がない。
ではなぜドイツが環境先進国であるのだろうか。それは、ドイツ人のほうが環境意識と環境行動に差がないからであると思われる。

下表に見られるように、内向きの行動、つまり自分に直接関係のある行動に関しては日本とドイツではほとんど差がないが、外向きの行動、つまり全体に関係する行動には大きな差がある。

	　日独消費者の差がない日常行動
	ドイツ消費者
	日本消費者

	不要な室内の電灯はまめに消す
	90%
	85%

	食品添加物や農薬を使用していない食品を買う
	68%
	62%

	冷暖房は控えめにする
	75%
	74%


	日独消費者の差がある日常行動　
	ドイツ消費者
	日本消費者

	環境に配慮した商品販売に積極的な店を選ぶ
	64%
	34%

	環境対策を積極的に行うメーカー製品を選ぶ
	67%
	40%

	同種類製品なら高くても環境に配慮した製品
	69%
	43%

	環境によいマークがついた商品を優先して買う
	62%
	38%


そのほかの調査結果でも、日本人とドイツ人の環境行動の差を見ることができる。下の表はドイツ人の消費行動を表したものであるが、環境保護のために現在の生活レベルを下げられる、としたドイツ人はおそらく実行するも含め半数以上にも上った。
	　ドイツ人の消費行動
	もちろんする
	多分する
	多分しない
	しない

	高くてもエコ製品を購入する
	10%
	51%
	29%
	10%

	環境保護のために高い税金を払う
	8%
	37%
	36%
	19%

	環境保護のために現在の生活レベルを下げられる
	9%
	49%
	33%
	9%


また、日本の消費者は環境問題の解決者として、「行政」との声が大きい。ドイツの消費者と比べ、行政依存が強いといえるであろう。ドイツの消費者は、「行政」とともに、「企業」、「個人」の割合が高く、日本ほど行政に対しての期待はない。

	　環境問題の解決者
	ドイツ消費者
	日本消費者

	行政（国および自治体）
	65.7%
	89.2%

	政党・政治家
	36.6%
	16.5%

	企業
	59.9%
	69.4%

	個人
	45.2%
	45.7%

	市民・環境団体
	19.2%
	38.2%

	国連など国際機関
	20.2%
	27.6%

	その他
	1.1%
	0.6%


　　

さらに日本人は自分の身の回りの環境汚染には大きな危機意識を抱くこともわかっている。特に日本の若年層は危機意識が７７％と高いが、環境行動を実行していないのが現状である。しかし、４０％と危機意識が低いドイツの若年層の５０％以上は積極的な行動を行っている。

年齢別の行政・政治への働きかけを比較してみると、日本は年齢が上がるにしたがって働きかけや関わりが強くなっていくが、ドイツを見てみると、「何もしていない」という回答が高齢になるにしたがって増えており、若年者の環境行動の高さがここでも伺える。
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これらの結果から見て、日本人とドイツ人の環境意識にはあまり差はないように思われた。しかしながら行動となると、大きな差があるように思われる。環境意識が高いのに実際に行動に移すことができないのは、その環境意識に答えることができない、環境関連法に始まる、日本の社会システムに原因があるのではないだろうか。
最後に
わたしたちが生活していく上でこのごみの問題とは切っても切れないものである。一般・産業廃棄物の処理問題、有害物質による環境汚染。これからまだまだ発見され増えていくであろう不法投棄。こういった問題に直面せざるを得ない将来世代のためにも私たちは今どうやってごみ問題を解決していくか考えなければならない。
国レベルではまず、現在ある循環型社会形成推進基本法の中に拡大生産者責任（EPR）を制度化しなければならないと考える。第３章の第１節で述べたように、抜け道があるような法はあってはならない。事業者の責任を追及していくためにも、よりつめていかねばならないと思う。「ごみ処理が国民の、事業者の、国の義務である」となるには、国の判断・決断がなければ実現しない。
さらに、次世代を担う子供たちの環境意識を高い位置に持たせるための環境教育も重要であると考える。現在までの大量生産・大量消費・大量廃棄の経済構造を作り上げてきた歴史を繰り返さないため、また、ごみをいかに処理するかを考える現在の日本人から、ごみを生み出さない社会を考える日本人を生み出すために、幼いころから体験を通して環境について考えさせる教育システムに始まり、生涯教育として多くの人に環境教育の重要性を知ってもらう取り組みが必要である。
では私たち住民レベルで何をすればよいのか。遠くのごみ問題、たとえば不法投棄で有名な豊島問題を解決させようと行動しようと思っても、なかなか実行することは困難であると思う。まずは自分の範囲内で始めてみてはどうであろうか。
まずは商品を購入するときに考えるべき事がある。ワンウェイ容器や廃棄率の多い商品かどうか、自分がそのような商品を購入することによってその商品を製造している企業にさらに環境負荷の大きい製品を製造させてよいのか、リサイクルできる商品か、そもそも今手にとっている商品が必要かどうか。

次に、自分の住む町のごみの回収状況を見、どのようなごみがどのくらい発生していて、回収方法はどのようにされていて、どのような処分方法なのか。また、処分時には自分の体に影響があるか否か。見えない問題を手探りでは解決出来ない。自分で今の状況を明らかにしてから目の前のごみに向き合えば、自ずとやるべきことが見えてくるはずである。
また、そのような道筋が見えたら、次は一歩踏み出して地域住民と一緒にごみと向き合う。自分だけではなく隣の家も自分と同じようにごみを生み出している。ごみの分別回収方法の確認をするだけで地域住民の意識は高まるはずである。仕事先、アルバイト先でも同じである。私がアルバイトをしているところは厳密に、燃やせるごみとプラスチックごみ、カン、びん、不燃物を分けて回収してもらっている。このアルバイトをする前は分別する意識など全く持っていなかったが、自分が分別する意識を持つようになったのはこのアルバイト先での教育の影響であり、環境に対する意識は自分の周りの環境によって変わるものと実感した初めての場であった。

ごみの削減には、自分に言い聞かせる強い信念も大事である。それと同時に、自分の考え、関心を外に向けることも重要であると思う。一人ではなくまずは自分の隣にいる人と協力し、行動することが、ごみ問題を解決へと向かわせる糸口であると考える。
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